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令和７年度 一般会計当初予算
令和７年度は、「第六次塩尻市総合計画」第１期中期戦略の中間年にあたり、本市の目指

す都市像「多彩な暮らし、叶えるまち。―田園都市しおじり―」の実現に向け、着実に市政
を進めるとともに、 DX推進、公共施設の老朽化対策、物価高騰対策などの重要課題に対し
ても積極的に資源配分した。

１ 総合計画に基づく主な事業

L戦略分野（パートナーシップ・子育て、学校教育・学びの環境、伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習）

🈟子どもの医療費の窓口負担無料化[59,230]
🈟１か月児健康診査の実施及び助成金を新設[2,880]

産後ケアのメニュー拡充（通所・訪問）と利用者の負担軽減[1,125]
🈟民間事業者が実施する「地域子育て支援拠点事業」及び「病児保育事業」
の運営費等に対する補助の新設[25,310]
保育料等無償化の拡充（第２子以降保育料・副食費無償化に加えて）

➢低所得世帯の第１子保育料の軽減等[2,217]
🈟学校の働き方改革推進のため「学校発働き方改革実証交付金」創設[1,500]
・GIGAスクールのタブレット更新及びネットワークの増強[301,015]
🈟部活動の地域移行を推進するため、受け皿となる地域クラブを伴走支援する
サポート体制の構築[7,500]
🈟「信州やまなみ国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会」に向けた
実行委員会の立ち上げ[1,000]

＜主なハード事業＞
🈟小学校・中学校の特別教室等に空調設備を設置[405,340]
🈟小学校・中学校の屋内運動場等の照明LED化[164,250]

L戦略分野（地域経済・産業・観光・就労、環境・気候、協働参画・連繋・行政運営）

・松くい虫防除対策の基本方針に沿った防止策を推進[57,000]
🈟地図混乱地域の解消による農地の流動化促進[9,600]
🈟地域おこし協力隊制度を活用したエリアマネジメントの
事務局体制・空き店舗の再生等の強化[4,324]

・新たな産業団地造成のための調査[1,000]
地域おこし協力隊制度を活用した漆器産業の

後継者確保・育成 [12,303]
🈟高ボッチ高原観光草競馬大会の後継イベント
「しおじり高ボッチフェス（仮称）」の開催[3,000]
🈟二地域居住等の促進のための支援体制構築[47]
🈟広丘支所に「書かない窓口」を導入[1,814]
🈟自治体情報システムの標準化に対応し、
対象業務システムをガバメントクラウドへ移行[293,013]
🈟北小野地区のグランドデザイン実現のため集落支援員を配置[4,000]

基本戦略A 未来共育

単位：千円

前倒し

基本戦略B 共創循環

前倒し

拡大

拡大

拡大
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＜主なハード事業＞
・チロルの森再開に伴う施設改修など[3,991]
➢レストラン棟への空調設備設置及びトイレ改修の実施設計、製氷機導入

公共施設（支所、体育施設、学校グラウンドなど）の照明LED化[11,088]

L戦略分野（地域社会・支え合い、医療・介護・保健・福祉、まちづくり・インフラ・防災）

・誰一人取り残さない全世代対応型の支援体制を構築するため地域福祉推進員
及び第２層生活支援コーディネーターを３圏域に配置[28,270]

・民生児童委員の負担軽減に向け、伴走支援するサポート体制の強化
➢改選期に向けて相談窓口設置、情報発信、活動内容の見直しなど

🈟65歳以上を対象に帯状疱疹ワクチン接種の定期接種化[28,764]
🈟東京2025デフリンピックに向けた機運醸成イベントの開催[203]
・重度心身障害者及び要介護高齢者の家庭介護者に対する慰労金の支給対象者
の拡充[22,960]

🈟すてっぷくん・のるーと塩尻に「地域連携ICカード」を導入[59,868]
・塩尻型MaaSの構築[14,980]
➢中心市街地における自動運転バスの定常運行、自動運転レベル４の高度化、サービス化
に向けた検討

・未来の消防団員確保のため「しおじり消防防災フェスタ」の開催[2,300]

＜主なハード事業＞
既存集落のコミュニティ維持のため、地区計画の策定[1,760]
老朽化した舗装修繕の拡充[160,000]、排水路整備の拡充[77,200]

・広丘南保育園北線外の歩道整備[90,000]

原油高・物価高騰に対応した主な事業

保育園及び小中学校の給食費の物価高騰分の行政負担[48,714]
・コロナ融資制度からの借換制度の延長、人材確保・育成支援など[1,512,539]

※内閣府「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用

公共施設の老朽化対策の主な事業

🈟公共施設の更新、統廃合、長寿命化等を推進するため
「公共施設整備計画」を策定（期間：R7~8）[16,551]
🈟文化会館特定天井改修及び大規模改修に着手
(期間：R7~9、総額3,928,420)[149,200]
🈟新斎場建設に向けて用地選定等に着手[8,030]
・老朽化診断調査により市立体育館の今後の在り方を検討[6,589]

単位：千円

３１８億円（前年度比+7億円、+2.3％）

３

２

基本戦略C 安心共生

拡大

拡大

拡大

拡大
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令令和和７７年年度度予予算算案案のの概概要要  

１ 国の地方財政対策の状況等 

（１）令和７年度予算 

国は令和７年度予算を「Ｒ６経済対策・補正予算と合わせて、「賃上げと投資が牽

引する成長型経済」へ移行するための予算」と位置付けている。経済・物価動向など

に配慮しつつ、これまでの歳出改革努力を継続する中で「防衛力の抜本強化」「こど

も・子育て支援」「ＧＸ投資推進、ＡＩ・半導体産業基盤強化」などの重要政策課題

に対応し、経済再生と財政健全化の両立を目指している。 

（２）令和７年度地方財政対策 

一般財源総額について、交付団体ベースで前年度を 1.1 兆円上回る 63.8 兆円を

確保している。また、地方税・地方譲与税については、前年度を 3.0 兆円上回る

48.4 兆円、地方交付税についても、前年度を 0.3 兆円上回る 19.0 兆円確保する

とともに、臨時財政対策債の発行は、平成 13 年度の制度創設以来、初めて新規発

行額ゼロとなった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 一般財源総額        67.5 兆円 （前年度比＋1.8 兆円） 

・地方税、地方譲与税        48.4 兆円（  同   +3.0 兆円） 

・地方特例交付金等          0.2 兆円（  同  △0.9 兆円） 

・地方交付税            19.0 兆円（  同  ＋0.3 兆円） 

・臨時財政対策債              ―（  同    皆減 ） 

   ※いわゆる「103 万円の壁」に係る令和 7 年度の地方交付税の減収影響を含めても、 

    適切に地方財源を確保。 

 

➢ ＤＸ、防災・減災対策の推進 

  自治体ＤＸ・地域社会ＤＸを推進するため、「デジタル活用推進事業費（仮 

称）」を創設。また、緊急浚渫推進事業費は事業期間を令和 11 年度まで 5 

年間延長、緊急自然災害防止対策事業費は舗装の表層のみの対策に加えて、 

基層及び路盤を含む対策にまで対象を拡充。 

 

➢ 人件費の増加への対応 

  常勤職員・会計年度任用職員に関わる給与改定及び教職調整額の引上げ 

に必要な財源を確保。また、令和 7 年度の給与改定に備え、「給与改善費 

（仮称）」を計上。 

 

地方財政対策 
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２ 予算編成に係る基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

  

【【第第六六次次塩塩尻尻市市総総合合計計画画  第第１１期期中中期期戦戦略略  施施策策体体系系別別予予算算案案のの状状況況】】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予
算
編
成
の
柱 

令和 7 年度は、「第六次塩尻市総合計画」第 1 期中期戦略の中間年にあたり、

本市の目指す都市像「多彩な暮らし、叶えるまち。―田園都市しおじり―」

の実現に向け着実に市政を発展させるとともに、百瀬市長のマニフェストに

掲げる施策についても、さらにスピード感を持って事業展開を図る必要があ

る。  

大変厳しい財政見通しではあるが、限られた経営資源を有効に活用し、主

要な政策課題に対応するとともに、各部が設定したミッションを遂行するた

め、「①総合計画に基づく施策及び市長マニフェストの推進」、「②DX 等によ

る行政サービスの改革と生産性向上の推進」、「③公共施設の老朽化対策の計

画的な推進」、「④原油価格・物価高騰への対応」、及び「⑤財源の確保」を柱

として、全職員の創意と工夫により予算編成を行った。  

「 

行
政
経
営
シ
ス
テ
ム
」
・ 

「 

包
括
予
算
制
度
」 

基本戦略 A 未来共育～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～  

（５７．２億円） 

 

戦略分野１ パートナーシップ・子育て（3,186,020 千円） 

施策 1-1 子どもを持ちたいときや乳幼児期に必要なことを知り、発育・発達の支援を受けられる 

施策 1-2 家族の形を知る機会や出会う機会がある 

施策 1-3 子育て家庭が地域で支えられ、育児などの支援をいつでも受けられる 

施策 1-4 ライフスタイルに合う預け先があることで、家庭で子どもと過ごす時間がより充実できる 

施策 1-5 子ども・家庭へのきめ細やかな相談・支援がある 

 

戦略分野２ 学校教育・学びの環境（1,781,894 千円） 

施策 2-1 「考える」「対話する」「共感する」「触れる」「活用する」体験を通して深い学びができる  

施策 2-2 企業との連携による「働く」と「学び」の接続や、保護者、学校外での連携による地域全体の協力がある 

施策 2-3 心身の成長を支える安全安心な学校環境がある 

施策 2-4 学校外でも遊び、学び、生活の場などの「居場所」がある 

施策 2-5 きめ細やかな支援による平等な学習機会が提供される 

 

戦略分野３ 伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習（755,030 千円） 

施策 3-1 行事や文化活動で、新たな発見や刺激が得られる機会がある 

施策 3-2 文化芸術に触れ、活動する機会がある 

施策 3-3 本をはじめ新たな情報や知識に触れ、探索・体験する機会がある 

施策 3-4 スポーツ・運動に触れ、参加する・見る・支える場所・機会が広がる 

施策 3-5 文化財などが知られ、保存・活用されるとともに、他分野と横断的につながり、相互に知る機会が得られる 

平成２７年度に導入した「行政評価」、「実施計画」、「予算編成」を効果的に連

動させたＰＤＣＡマネジメントによる「行政経営システム」と、各部に「一般財

源」を包括的に配分する「包括予算制度」により、各部長のマネジメントの下、

自律的な予算編成を行った。 
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※行政評価対象事業のみ集計しています。 

基本戦略 B 共創循環～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～ 

（３９．２億円） 

 

戦略分野４ 地域経済・産業・観光・就労（2,335,682 千円） 

施策 4-1 「働く」を通じてつながりができ、学び、成長・チャレンジする機会がある 

施策 4-2 生産・経営基盤に見通しを立てて農業に取り組める 

施策 4-3 経営・設備投資・事業用地について相談でき、資金・資本確保につながる 

施策 4-4 多様な活動や施設、事業所が集積した駅周辺の商業地域を拠点に、新しいサービスや人の集まりや流れが増える 

施策 4-5 体験・価値が発信され、交流人口とのコミュニケーションが増える 

施策 4-6 塩尻ワイン、木曽漆器などの特徴や魅力の共通認識ができている  

 

戦略分野５ 環境・気候（732,290 千円） 

施策 5-1 農地や農村環境の維持に関わる人が確保される 

施策 5-2 森林整備と管理が進み、緑の景観や自然公園が維持されている 

施策 5-3 脱炭素社会を実現する必要性が共有され、再生可能エネルギーの導入が広がり、研究が始まる 

施策 5-4 環境配慮活動が日常に増え、活動の進捗と成果が共有されている  

 

戦略分野６ 協働参画・連繋・行政運営（851,622 千円） 

施策 6-1 地域を良くする活動に取り組む人や組織に情報や資源や仲間が集まってくる 

施策 6-2 市の暮らしやすさや最新情報を入手・共有でき、共感を拡げる様々な経路が機能している 

施策 6-3 デジタルを効果的に活用した確かな行政運営で、自ら感じ課題に取り組んでいる 

施策 6-4 塩尻へ関心を寄せる市外の人や組織との接点が増えている 

基本戦略 C 安心共生～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～ 

（２８．８億円） 

 

戦略分野７ 地域社会・支え合い（281,216 千円） 

施策 7-1 身近な生活の中で、異なる世代や背景・価値観を持つ人たちが知り合う機会がある 

施策 7-2 相談窓口や相談先・つなぐ先が共有され、困っている人へ届く 

施策 7-3 共通する「困りごと」が共有され、「協力したい」人や団体がつながる 

施策 7-4 話し合いの場ができることで、活動に参加・協力する人が増える  

 

戦略分野８ 医療・介護・保健・福祉（726,592 千円） 

施策 8-1 健康や体力を維持するための知識を得て運動・活動をはじめる機会がある 

施策 8-2 健康診断や感染症予防を行う人が増える 

施策 8-3 介護・福祉・医療を担う人材や組織が安定し、サービスの選択肢がある 

施策 8-4 自分らしい過ごし方や家族の悩みを相談できる先がある 

施策 8-5 障がいについて知識や関わりが増える  

 

戦略分野９ まちづくり・インフラ・防災（1,876,574 千円） 

施策 9-1 新技術を活用して持続可能な地域公共交通が構築され、効率的で利便性が高い 

施策 9-2 空き家・空き地の有効活用等、住宅や住宅地の確保が計画されている 

施策 9-3 道路・橋梁・公園等が計画的に整備や維持・更新される 

施策 9-4 上下水道施設が計画的に整備や維持・更新される 

施策 9-5 災害等に備えるインフラ・施設・情報が整い、災害発生時の行動が理解されている 
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３ 予算規模等 
  

令和７年度の予算規模は、一般会計が３１８億円で、過去最大の規模となった。 

 なお、国の経済対策に対応し、令和６年度一般会計補正予算（１３号）に前倒した事

業費を含めた１３か月予算としての規模は、約３３０億円となった。 

（１） 令和７年度予算規模                     （単位：千円、％） 

会 計 名 
令和７年度 令和６年度 増 減 伸 率 

A B (A-B) 7/6 6/5 

一  般  会  計 31,800,000 31,100,000 700,000 2.3 1.6 

特
別
会
計 

国民健康保険事業 6,236,777 6,467,956 △231,179 △3.6 △0.2 

介護保険事業 5,982,683 5,871,162 111,521 1.9 △0.3 

国保楢川診療所事業 24,041 24,511 △470 △1.9 △18.3 

後期高齢者医療事業 1,112,874 1,057,429 55,445 5.2 15.0 

小 計  13,356,375 13,421,058 △64,683 △0.5 0.7 

公
営
企
業
会
計 

水道事業  3,646,402 2,874,104 772,298 26.9 11.4 

下水道事業 5,358,379 6,047,977 △689,598 △11.4 25.7 

小 計  9,004,781 8,922,081 82,700 0.9 14.2 

合 計 54,161,156 53,443,139 718,017 1.3 3.3 

 

（２） 国の補正予算を活用するため令和６年度に前倒した事業一覧  

 

 概要（所管課／事業名） 事業費（千円） 

前

倒

し

一

覧 

ため池の耐震調査 

（耕地林務課／ため池耐震化事業） 
7,300 

森林ハブ拠点の整備 

（耕地林務課／森林活用推進事業） 
580,000 

高原通線の測量設計調査委託 

（都市計画課／都市計画道路整備事業） 
29,168 

小学校の貯水槽耐震化工事 

（教育施設課／貯水設備改善事業） 
44,424 

小学校及び中学校の空調設備設置工事 

（教育施設課／小学校・中学校空調設備設置事業） 
405,340 

小学校及び中学校の屋内運動場 LED 化工事 

（教育施設課／小学校・中学校照明設備 LED 化推進事業） 
164,250 

中学校のバリアフリー化工事 

（教育施設課／中学校施設改善事業） 
15,642 

合    計  1,246,124 

※森林ハブ拠点の整備（580,000 千円）は、市議会３月定例会に追加 
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令和7年度末地方債残高見込261.4億円（△19.4億円）

要因：令和7年度の臨時財政対策債の発行額はゼロ

令和7年度一般会計当初予算額　318億円（+7億円）

要因：義務的経費増加（人件費+3.5億円、扶助費+4.5億円）、その他の経費（物件費+12.3億円）

４　予算規模・基金残高・地方債残高の推移

（１）予算規模

（２）基金残高

令和7年度末基金残高見込55.3億円（△21.8億円）

要因：財政調整基金の取り崩し　14億円（+5億円）

（３）地方債残高

12.7 10.5 10.6 10.4 9.7 26.3 25.3 23.3 21 14.9

121.4 120.8 125.1 124.5 129.9
129.2 135.7 139.4 147.2 156.2

108.2 107.9 106.6 108 103.6
116.9 118.9 115.3 115.4 128.1

26.7 24.3 31.7 36.1 38.8
26.6 32.1 28 27.4

18.8
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150

200
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300

350

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

投資的経費

△8.6億
318億

その他経費

+12.7億

義務的経費

＋9.0億

預託金

△6.1億

269 263.5

299
282279274

312

38.0 36.4 38.6 41.3 38.9 44.5 50.5 53.5
43.0

29.3

27.0 26.6 
29.4 30.5 30.7 

36.7 
37.0 36.2 

34.1 

26.0 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

財政調整基金

△13.7億

特定目的基金

△8.1億

55.3億

87.5
81.2

69.671.8
63.065.0 68.0

126.7 130.0 134.6 135.0 134.5 136.1 128.2 118.1 107.4 97.3

144.6 135.0 129.4 139.3 152.7 152.9 157.6 156.7 173.4
164.1

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

261.4億
285.8289.0

271.3 265
287.2

274.3264

臨時財政

対策債

△10.1億

その他の起債

△9.3億

306

77.1

274.8

311

89.7

280.8
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（凡例）

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

R7予算額 うち特定財源 うち一般財源 R6予算額 R7-R6

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

80,770 (3,548) (77,222) 75,004 5,766

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

20,481 (18,898) (1,583) 20,908 △ 427

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

未熟児養育医療給付事業 健康づくり課 4,511 (3,573) (938) 4,511 0

出産・子育て安心ネットワーク事業 健康づくり課 1,670 (0) (1,670) 1,670 0

天使のゆりかご支援事業 健康づくり課 10,526 (0) (10,526) 12,604 △ 2,078

妊婦支援給付金事業 健康づくり課 50,498 (49,529) (969) 53,973 △ 3,475

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

男女共同参画事業 企画課 653 (0) (653) 780 △ 127

移住定住促進事業（結婚新生活支援） 地域づくり課 8,400 (5,400) (3,000) 8,400 0

女性相談事業 社会教育スポーツ課 4,387 (1,540) (2,847) 3,817 570

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

１－２

家族の形を知る機会や出会う機会がある
１　パートナーシップ・子育て

６　第六次塩尻市総合計画　施策体系別予算の概要

予算事業名 所管課名

事　業　概　要

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

１－１

子どもを持ちたいときや乳幼児期に必要なことを

知り、発育・発達の支援を受けられる
１　パートナーシップ・子育て

母子健診事業 健康づくり課

　母子保健法に基づき、妊娠、出産、子育てに関する各種健康診査を実施し、妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進を図り

ます。

　令和７年度は新たに「１か月児健康診査」を実施し、出産後から切れ目のない健康診査の実施体制を整備します。

　　　１か月児健康診査委託料　2,700千円、1か月児健康診査助成金　180千円

母子相談支援事業 健康づくり課

　母子保健法に基づき、妊娠・出産・子育てに関わる家庭訪問や相談等を通じ、子育てを支援するとともに、妊産婦及び

乳幼児の健康の保持増進を図ります。

　令和７年度は「産後ケア」についてメニューの拡充や利用者負担の軽減を図ります。

新

「 新 」 ・・・ 令和7年度の主な新規事業及び一部新規事業

新
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その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

子育て支援センター事業 保育課 37,626 (12,210) (25,416) 38,807 △ 1,181

こども広場事業 保育課 45,744 (7,492) (38,252) 41,510 4,234

ファミリーサポートセンター事業 保育課 850 (554) (296) 807 43

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

669,098 (480,242) (188,856) 616,962 52,136

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

14,621 (3,465) (11,156) 12,255 2,366

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

321,876 (68,394) (253,482) 315,361 6,515

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

保育園大規模修繕事業 教育施設課 7,865 (7,400) (465) 178,633 △ 170,768

保育所運営費 保育課 1,069,092 (183,593) (885,499) 974,175 94,917

育児支援推進事業 保育課 12,014 (4,414) (7,600) 10,314 1,700

保育補助員設置事業 保育課 9,305 (0) (9,305) 8,582 723

私立幼稚園支援補助金 保育課 9,911 (500) (9,411) 7,027 2,884

民間保育所等支援事業 保育課

　私立保育所等に対する運営費補助、延長保育や障がい児受け入れに対する事業補助を行い、運営の安定化や保育の質の

向上を図ります。

　令和７年度は、低所得者世帯の第１子保育料を半額に軽減するなど、０歳児から２歳児までの保育料無償化を拡充しま

す。

給食運営費

１－４

ライフスタイルに合う預け先があることで、家庭

で子どもと過ごす時間がより充実できる
１　パートナーシップ・子育て

にぎやか家庭応援事業 保育課

　私立保育園または私立幼稚園に在籍する多子世帯等に対して保育料及び副食費の減免を実施します。

　令和７年度は第２子以降保育料及び副食費の無償化に加え、低所得者世帯の第１子保育料を半額に軽減します。

保育課

　安全安心で質の良い給食提供及び食育推進のため、自園給食を堅持し、園児の望ましい食習慣の定着や心身の健全発達

を図ります。

　令和７年度は食材費の物価高騰分として見込まれる3,242千円を行政が負担します。

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

１－３

子育て家庭が地域で支えられ、育児などの支援を

いつでも受けられる
１　パートナーシップ・子育て

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

542,629 (245,094) (297,535) 502,385 40,244

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

23,625 (3,356) (20,269) 17,828 5,797

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

13,152 (7,623) (5,529) 15,415 △ 2,263

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

児童扶養手当支給事業 こども未来課 197,685 (63,859) (133,826) 227,857 △ 30,172

ひとり親家庭福祉推進事業 こども未来課 16,611 (7,890) (8,721) 9,706 6,905

元気っ子応援事業 こども未来課 6,779 (1,413) (5,366) 7,016 △ 237

若者サポート事業 こども未来課 3,641 (1,000) (2,641) 3,398 243

　すべての子どもが夢や希望を持って成長できるよう、子どもの貧困対策に重点的に取り組むとともに、地域等とのネッ

トワークの構築により、子どもの居場所づくり等を推進します。

家庭支援推進事業 こども未来課

　様々な事情により、支援が必要な児童、家庭に対して関係機関と連携し、相談・支援を行うとともに、児童虐待への対

応及び予防を行います。

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

１－５

子ども・家庭へのきめ細やかな相談・支援がある
１　パートナーシップ・子育て

福祉医療費給付金事業 福祉支援課

　乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭の母子父子等に対し、医療費の自己負担分を軽減する医療費給付を行うことで安定

した生活を支援します。

　令和７年度は更なる子育て世帯の医療費負担の軽減を図り、健康維持と心身が安定した暮らしを目指すため、子ども（0

～18歳）の医療費の窓口負担を実質無料化します。

　　　子どもの医療費の窓口負担実質無料化に係る事業費　59,230千円

こどもの未来応援事業 こども未来課

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

9,835 (0) (9,835) 8,298 1,537

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

96,914 (12,333) (84,581) 80,309 16,605

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

354,305 (186,010) (168,295) 82,054 272,251

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

小学校英語教育推進事業 学校教育課 37,360 (0) (37,360) 29,715 7,645

小学校特色ある教育活動事業 学校教育課 11,641 (4,539) (7,102) 12,873 △ 1,232

小学校教育振興諸経費 学校教育課 42,308 (518) (41,790) 72,522 △ 30,214

中学校特色ある教育活動事業 学校教育課 5,875 (3,499) (2,376) 7,499 △ 1,624

中学校教育振興諸経費 学校教育課 59,646 (780) (58,866) 32,896 26,750

ＩＣＴ活用教育推進事業 学校教育課

　ＩＣＴ機器や付属品などの購入、ＩＣＴ支援員の派遣、モバイルＷｉ-Ｆｉルーターの貸出しなどにより、学校における

ＩＣＴ活用教育環境の充実を図り、個別最適な学びと協働的な学びによる主体的・対話的で深い学びを推進します。

　令和７年度は、長野県が主導する県内市町村の共同調達に参加し、令和８年４月の使用開始に向けて児童生徒一人一台

端末の整備を進めます。

教育ＤＸ推進事業 学校教育課

　市内のGIGAスクールネットワークを統括するサーバの管理運営を行うほか、GIGAスクール運営支援センターがアカウ

ント管理やヘルプデスク対応などの後方支援を行うことなどにより、学校における教育ＤＸを推進します。

　令和７年度は、ネットワークアセスメントの結果を受け、文部科学省が推奨する通信速度を満たすために、ネットワー

クの増強を行います。

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

２－１

「考える」「対話する」「共感する」「触れる」「活

用する」体験を通して深い学びができる２　学校教育・学びの環境

教育再生推進事業 学校教育課

　塩尻市教育振興基本計画の目的を達成するため、教育センターを中心に教育長の職務補佐や学校教育に係る調査研究、

学校への指導・助言・支援・研修などを行います。

　令和７年度は、学校の働き方改革を推進し、教員の本来業務である「児童生徒に向き合う時間」や「授業準備の時間」

に注力できる環境を整えるため、教職員発の働き方改革案の実現を伴走支援します。

　　　学校発働き方改革実証交付金　1,500千円新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

5,232 (4,000) (1,232) 5,232 0

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

地域連携教育推進事業 学校教育課 27,030 (0) (27,030) 17,747 9,283

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

401,080 (247,006) (154,074) 375,920 25,160

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

220,623 (147,363) (73,260) 202,908 17,715

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

教職員住宅廃止事業 教育施設課 1,271 (0) (1,271) 13,808 △ 12,537

貯水設備改善事業 教育施設課 1,694 (0) (1,694) 1,551 143

消防施設等改善事業 教育施設課 1,719 (0) (1,719) 0 1,719

学校長寿命化改良事業 教育施設課 1,727 (0) (1,727) 0 1,727

学校給食レシピ公開事業 学校教育課 660 (0) (660) 660 0

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

２－３

心身の成長を支える安全安心な学校環境がある
２　学校教育・学びの環境

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

２－２

企業との連携による「働く」と「学び」の接続や、保

護者、学校外での連携による地域全体の協力がある２　学校教育・学びの環境

探究型キャリア教育推進事業 学校教育課

　急速に変容する社会の中で、子どもたちが自立して生きていくために必要な資質・能力を育成するため、探究型のキャ

リア教育を推進します。

小学校給食運営事業諸経費 学校教育課

　安全安心でおいしい学校給食を提供し、児童・生徒の心身の成長を支援するとともに、地産地消、食育の促進を図りま

す。

　令和７年度は、食材費の物価高騰分として見込まれる45,472千円を行政が負担します。

中学校給食運営事業諸経費 学校教育課
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

23,388 (21,600) (1,788) 88,948 △ 65,560

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

21,190 (4,000) (17,190) 13,208 7,982

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

児童館・児童クラブ運営費 学校教育課 191,488 (61,083) (130,405) 152,236 39,252

放課後キッズクラブ運営費 学校教育課 4,677 (1,609) (3,068) 5,550 △ 873

青少年育成事業 社会教育スポーツ課 8,288 (0) (8,288) 8,101 187

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

47,578 (353) (47,225) 32,602 14,976

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

まなびサポート事業
学校教育課

こども未来課
94,467 (1,600) (92,867) 83,367 11,100

奨学資金貸与事業 学校教育課 27,459 (27,332) (127) 29,100 △ 1,641

小学校教育振興扶助費 学校教育課 38,312 (1,852) (36,460) 41,528 △ 3,216

高等学校等振興事業 学校教育課 4,143 (0) (4,143) 4,091 52

中学校教育振興扶助費 学校教育課 34,448 (1,312) (33,136) 36,144 △ 1,696

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

２－５

きめ細やかな支援による平等な学習機会が提供さ

れる２　学校教育・学びの環境

児童館大規模修繕事業 教育施設課

　塩尻東児童館のトイレ増設、照明設備ＬＥＤ化及びＷｉ-Fｉ設置等を実施し、快適な生活環境の向上を図ります。

教育相談支援事業 学校教育課

　子どもたちが「らしく学び、らしく生きる」ことができるよう、一人ひとりの育ちに丁寧に寄り添いながら、将来の社

会的自立に向けた相談・支援を行います。

　令和７年度は、教育支援センターが中心となり、学校や多様な支援者と連携しながら増加している不登校児童生徒一人

ひとりの学びの場の確保に向けた取り組みを推進します。

　また、増加している外国由来児童生徒個々の日本語能力などを調査し、日本語支援体制の再構築に向けた検討を行いま

す。

部活動地域移行推進事業 学校教育課

　中学校部活動の地域移行を推進することにより、将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術活動に継続して参加で

きる社会を実現するとともに、教職員の負担軽減を図ります。

　令和７年度は、先行団体が休日の地域移行を開始するほか、受け皿となる地域クラブの運営や立ち上げを伴走支援する

ため、市教育委員会、市スポーツ協会、民間事業者等が連携し、部活動地域移行の運営事務局を創設します。

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

２－４

学校外でも遊び、学び、生活の場などの「居場所」が

ある２　学校教育・学びの環境
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その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

生涯学習支援事業 社会教育スポーツ課 2,995 (35) (2,960) 2,969 26

公民館事業 社会教育スポーツ課 43,482 (2,010) (41,472) 42,921 561

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

149,200 (149,200) (0) 32,235 116,965

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

全国短歌フォーラム事業 社会教育スポーツ課 5,701 (23) (5,678) 5,542 159

文化会館運営事業 社会教育スポーツ課 132,720 (0) (132,720) 132,720 0

芸術文化事業 社会教育スポーツ課 5,024 (420) (4,604) 4,760 264

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

59,620 (41,014) (18,606) 61,404 △ 1,784

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

市民読書活動推進事業 図書館 1,489 (0) (1,489) 1,635 △ 146

本の寺子屋推進事業 図書館 2,623 (0) (2,623) 2,682 △ 59

図書館サービス基盤整備事業 図書館

　一般図書や児童図書だけでなく、地域資料や専門的分野の図書の充実を図り、市民の生活や仕事、学習を支援する体制

を整えます。

　個人や地域の課題解決に役立ち、多様なニーズに対応できるよう、図書や雑誌、視聴覚資料などのデータを整備しま

す。

　図書館業務システムを活用して、利用者サービスの向上と職員の業務効率化を行います。

　県と市町村が協働で運用している電子図書館の共同利用について広く周知し利用促進を図ります。

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

３－３

本をはじめ新たな情報や知識に触れ、探索・体験

する機会がある３　伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

３－２

文化芸術に触れ、活動する機会がある
３　伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習

文化会館改修事業 社会教育スポーツ課

　塩尻市文化会館における施設及び設備の改修を行います。

　令和７年度は文化会館改修（吊天井を含む）に着手します。

　　　工事請負費等　149,200千円

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

３－１

行事や文化活動で、新たな発見や刺激が得られる

機会がある３　伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

57,605 (18,000) (39,605) 53,519 4,086

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

17,503 (9,000) (8,503) 30,850 △ 13,347

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

市民スポーツ振興事業 社会教育スポーツ課 5,013 (2,990) (2,023) 4,856 157

競技力向上事業 社会教育スポーツ課 20,727 (0) (20,727) 20,408 319

健康スポーツ推進事業 社会教育スポーツ課 5,318 (0) (5,318) 3,883 1,435

総合体育館運営事業 社会教育スポーツ課 101,523 (91,500) (10,023) 102,601 △ 1,078

体育施設管理運営事業 社会教育スポーツ課

　「市民みな１スポーツ」を推進するため、市内体育施設の適切な運営管理を図ります。

　令和７年度は学校体育施設等へLED照明を導入し、老朽化した照明設備の更新と脱炭素化を推進します。

　　　学校体育施設等へのLED照明の導入　4,234千円

体育施設整備事業 社会教育スポーツ課

　市民が安心・安全にスポーツに取り組める環境を整備するため、体育施設の適切な維持・管理に努めます。

　令和７年度は市内体育施設へLED照明の導入に着手するとともに、市立体育館の老朽化診断調査を行い、今後の在り方

を検討します。

　　　体育施設へのLED照明導入のための実施設計　4,400千円

　　　市立体育館の老朽化診断調査の実施　6,589千円

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

３－４

スポーツ・運動に触れ、参加する・見る・支える

場所・機会が広がる３　伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習

新

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

31,226 (19,308) (11,918) 13,573 17,653

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

18,744 (12,699) (6,045) 25,555 △ 6,811

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

平出博物館運営事業 平出博物館 15,757 (707) (15,050) 45,035 △ 29,278

平出遺跡公園事業 平出博物館 20,375 (8,100) (12,275) 19,325 1,050

新平出博物館整備事業 平出博物館 4,543 (0) (4,543) 2,840 1,703

文化財管理事業 文化財課 2,666 (0) (2,666) 2,107 559

短歌館運営事業 文化財課 9,883 (318) (9,565) 11,636 △ 1,753

自然博物館運営事業 文化財課 13,480 (950) (12,530) 11,133 2,347

本洗馬歴史の里運営事業 平出博物館 7,194 (186) (7,008) 6,742 452

楢川地区文化施設運営事業 文化財課 17,429 (2,956) (14,473) 16,727 702

古田晁記念館諸経費 図書館 5,238 (27) (5,211) 2,065 3,173

重伝建整備事業 文化財課

　国選定重要伝統的建造物群保存地区塩尻市奈良井及び木曾平沢における修理・修景事業の実施により、両地区の歴史的

風致の保存を図ります。

　令和７年度は、木曾平沢地区で４件の修理事業を実施します。

<基本戦略Ａ>

未来共育

～次世代とともに学び成長し、ワクワクして暮らす～

３－５

文化財などが知られ、保存・活用されるとともに、他

分野と横断的につながり、相互に知る機会が得られる３　伝統・文化芸術・スポーツ・生涯学習

埋蔵文化財保護事業 平出博物館

　開発事業等に伴う埋蔵文化財包蔵地の発掘調査及び整理作業を実施し、埋蔵文化財の記録保存を図るとともに、資料の

再整理調査を行います。

　令和７年度は各種開発に伴い、小段遺跡及び床尾中央遺跡の発掘調査を行います。
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

10,300 (8,500) (1,800) 8,300 2,000

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

16,971 (0) (16,971) 16,971 0

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

雇用対策事業 商工課 19,208 (1,747) (17,461) 21,364 △ 2,156

創業等支援事業 商工課 860 (0) (860) 860 0

シビックイノベーション推進事業 先端産業振興室 32,790 (15,295) (17,495) 37,675 △ 4,885

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

４－１

「働く」を通じてつながりができ、学び、成長・

チャレンジする機会がある４　地域経済・産業・観光・就労

地域企業人財サポート事業 商工課

　地域企業の人手不足・人材不足を解消するため、従業員の確保や能力開発に係る費用を一部助成する他、人材を資産と

して捉えることで企業価値を高め、多様な人材の確保につなげるための伴走支援事業を実施します。

　令和７年度は、「地域の人事部」機能の強化を図ることにより、より地域に根差した強固な支援体制の構築に取り組み

ます。

　　　「地域の人事部」推進事業委託料　2,000千円

塩尻型テレワーク推進事業 先端産業振興室

　「時短就労」のニーズに応える「ＫＡＤＯ＝塩尻型テレワークモデル」を推進し、より多くの就労希望者が安心して働

ける環境を確立するため、人材育成や経営体制強化等の課題解決を図る取り組みを支援します。

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

27,660 (10,117) (17,543) 35,186 △ 7,526

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

10,100 (3,300) (6,800) 0 10,100

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

園芸産地基盤強化等促進事業 農政課 16,337 (1,659) (14,678) 18,128 △ 1,791

ぶどうの郷づくり等推進事業 農政課 22,180 (20,534) (1,646) 23,000 △ 820

有害鳥獣駆除対策事業 耕地林務課 12,924 (374) (12,550) 9,907 3,017

土地改良事業 耕地林務課 82,477 (45,303) (37,174) 106,186 △ 23,709

ため池耐震化事業 耕地林務課 7,500 (7,300) (200) 15,300 △ 7,800

国営県営農業農村基盤整備事業負担金事業 耕地林務課 85,211 (40,519) (44,692) 66,067 19,144

土地改良施設維持管理適正化事業 耕地林務課 32,160 (19,800) (12,360) 16,941 15,219

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

114,037 (61,400) (52,637) 78,343 35,694

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

中小企業融資あっせん事業 商工課 1,504,039 (1,504,039) (0) 2,095,738 △ 591,699

企業立地促進事業 商工課 23,456 (11,286) (12,170) 30,808 △ 7,352

商工団体活動支援事業 商工課 12,377 (0) (12,377) 12,677 △ 300

地籍調査事業 耕地林務課

　地図混乱地域における農地の流動化を促進するために境界確定測量を実施します。

　　　測量調査委託料　9,600千円ほか

地域企業経営革新プロジェクト推進事業 商工課

　地域企業の経営革新を支援するため、塩尻インキュベーションプラザを拠点として、企業訪問・相談等を通じた技術連

携、企業交流機会の創出や、新分野進出・新製品開発・販路開拓・デジタル化促進等の支援を推進します。

　令和７年度は、塩尻インキュベーションプラザの空調機器の改修工事を行います。

　　　塩尻インキュベーションプラザ空調機器改修工事負担金　68,260千円

農業経営体育成支援事業 農政課

　地域農業の持続的発展と振興のために、新規就農者と農業の担い手の育成支援や農地集積を行います。

　令和７年度は、チロルの森の再開に伴い、園内市有施設の一部について改修等を実施します。

　　　チロルの森再開に伴う予算計上　設計委託料1,459千円ほか

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

４－３

経営・設備投資・事業用地について相談で

き、資金・資本確保につながる４　地域経済・産業・観光・就労

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

４－２

生産・経営基盤に見通しを立てて農業に取

り組める
４　地域経済・産業・観光・就労

新

新

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

141,331 (30,400) (110,931) 184,079 △ 42,748

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

エリアマネジメント促進事業 都市計画課 24,100 (8,030) (16,070) 15,100 9,000

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

62,714 (60,120) (2,594) 60,187 2,527

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

観光施設整備事業 観光プロモーション課 25,809 (24,843) (966) 24,304 1,505

広域観光推進事業 観光プロモーション課 9,567 (0) (9,567) 9,207 360

観光振興事業 観光プロモーション課

　（一社）塩尻市観光協会を中心に各種団体と連携しつつ、民間企業の知見を活かした市内観光地への誘客事業を実施

し、観光客の滞在時間の延伸や交流人口の増加を図ります。

　塩尻市観光センターの充実をはじめ、ＳＮＳを通じた観光情報の効果的な発信、観光資源の磨き上げを実施し本市の観

光資源の価値を高め、誘客促進に繋げます。

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

４－５

体験・価値が発信され、交流人口とのコ

ミュニケーションが増える
４　地域経済・産業・観光・就労

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

４－４

多様な活動や施設、事業所が集積した駅周辺の商業地

域を拠点に、新しいサービスや人の集まりや流れが増

える４　地域経済・産業・観光・就労

商業地活性化事業 商工課

　市内商店街等の賑わい創出のため、商店街で実施するイベントや、商工団体等が自主的に企画運営するイベント、また

商業地の空き店舗利用に対する支援を行うほか、ウイングロードビルの管理運営を塩尻市振興公社に委託します。また、

大門駐車場やウイングロードビルの修繕を計画的に実施します。

　令和７年度は、株式会社しおじり街元気カンパニーに新たに地域おこし協力隊員を配置し、エリアマネジメントの事務

局体制や空き店舗の再生等を強化します。

　　　地域おこし協力隊員活動補助金　2,000千円ほか新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

77,251 (46,328) (30,923) 75,356 1,895

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

農業再生推進事業 農政課 1,950 (0) (1,950) 1,950 0

ワイン産業振興事業 商工課 100 (0) (100) 100 0

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

18,955 (0) (18,955) 18,955 0

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

10,328 (8) (10,320) 10,133 195

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

9,101 (4,218) (4,883) 6,497 2,604

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

中山間地域等直接支払事業 農政課 30,074 (19,703) (10,371) 30,048 26

土地改良事業（多面的機能交付金） 耕地林務課 94,404 (70,846) (23,558) 93,514 890

農政課農作物自給率向上事業

　農作物の自給率向上と安定供給を図るため、需要に応じた主食用米の適正生産の推進及び経営所得安定対策事業を行う

とともに、荒廃農地の解消を推進します。

　ライスセンターの再編整備に伴う市補助金として、令和７年度から５か年に分けて補助を実施します。

　　　ライスセンター整備補助金　2,559千円/年

農業公社運営事業 農政課

　農業支援、荒廃農地解消、農産物加工販売等を行う市農業公社の運営を支援します。

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

４－６

塩尻ワイン、木曽漆器などの特徴や魅力の

共通認識ができている
４　地域経済・産業・観光・就労

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

５－１

農地や農村環境の維持に関わる人が確保さ

れる５　環境・気候

農地流動化促進事業 農業委員会

　農地の借り手側に奨励金を交付して流動化を進め、農業生産法人を含む地域の担い手農家の生産基盤を強化し、農業経

営の安定を図ります。

　農地の実態調査を通して、農地の適正管理と有効活用を図ります。

木曽漆器振興事業 商工課

　木曽漆器の付加価値向上による漆器産業事業者の経営基盤強化や新たな担い手の育成・確保の支援を行うとともに、

（一財）塩尻・木曽地域地場産業振興センターの経営支援、木曽漆器工業協同組合等団体の活動支援等を行います。

　令和７年度は、新たな地域おこし協力隊員を１名採用し、産地職人の後継者確保及び技術伝承を進めます。

　　　地域おこし協力隊員活動補助金　2,000千円ほか新

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

60,290 (38,000) (22,290) 58,294 1,996

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

87,133 (85,481) (1,652) 49,036 38,097

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

自然環境保全事業 生活環境課 3,351 (539) (2,812) 5,848 △ 2,497

森林再生林業振興事業 耕地林務課 108,365 (3,201) (105,164) 97,636 10,729

森林活用推進事業 耕地林務課 48,260 (0) (48,260) 48,596 △ 336

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

8,050 (0) (8,050) 23,150 △ 15,100

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

木質バイオマス地域循環システム形成事業 耕地林務課 7,994 (7,994) (0) 8,256 △ 262

事業者向けゼロカーボン推進事業 商工課 7,000 (0) (7,000) 37,500 △ 30,500

林業被害対策事業 耕地林務課

　松くい虫被害の拡大防止対策とカモシカによる食害対策の実施により健全な森林の維持・向上を図ります。

　松枯損木の早期発見・駆除を進めるとともに、樹木所有者や事業体等による自主的・自発的な被害防除を促進します。

治山林道事業 耕地林務課

　森林所有者及び事業体が行う森林整備に必要不可欠となる林業施設の維持・管理を行い、機能向上に向けた計画的な林

道等の改良を行うことで、森林の価値向上に向けた基盤整備を推進します。

　　　林道大塚線改良工事　59,699千円

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

５－２

森林整備と管理が進み、緑の景観や自然公

園が維持されている５　環境・気候

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

５－３

脱炭素社会を実現する必要性が共有され、再生可

能エネルギーの導入が広がり、研究が始まる
５　環境・気候

ゼロカーボン推進事業 生活環境課

　再生可能エネルギーの導入や省エネ診断の実施にかかる費用等の補助を実施することにより、再エネ・省エネを促進

し、２０５０ゼロカーボンの実現を目指します。

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

243,882 (50,735) (193,147) 216,437 27,445

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

環境教育推進事業 生活環境課 775 (0) (775) 783 △ 8

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

23,623 (182) (23,441) 18,843 4,780

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

協働のまちづくり推進事業 市民交流センター 5,349 (2,894) (2,455) 5,366 △ 17

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

35,474 (600) (34,874) 33,861 1,613

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

ブランドマネジメント事業 企画課 1,069 (0) (1,069) 1,612 △ 543

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

６－１

地域を良くする活動に取り組む人や組織に

情報や資源や仲間が集まってくる
６　協働参画・連繋・行政運営

市民交流センター交流企画事業 市民交流センター

　５つの重点分野「図書館、子育て支援・青少年交流、シニア活動支援、ビジネス支援、市民活動支援」を融合させた事

業を実施するとともに、中心市街地のにぎわい創出及び街づくりを担う人材育成を図ります。

広報広聴活動事業 秘書広報課

　市政に対する興味や参画を促すため、広報塩尻だけでなくホームページ、SNSやYouTubeなどのデジタル媒体の情報発

信を強化し、市民ニーズに合った効果的な広報活動を行います。併せて、ホームページや市長への手紙などで市政への意

見を広く聴き、市民の声を公表するなど、広聴活動の強化を図ります。

<基本戦略Ｂ>

共創循環

～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

６－２

市の暮らしやすさや最新情報を入手・共有でき、

共感を拡げる様々な経路が機能している
６　協働参画・連繋・行政運営

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

５－４

環境配慮活動が日常に増え、活動の進捗と

成果が共有されている
５　環境・気候

資源リサイクル推進事業 生活環境課

　環境負荷が大きい「もえるごみ」「うめたてごみ」の減量を推進するため、プラスチック資源等の資源物を分別収集

し、資源化処理を行います。

　　　飛灰収集運搬及び埋立処理業務委託料　19,250千円新

27



主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

21,446 (0) (21,446) 22,346 △ 900

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

1,344 (0) (1,344) 1,851 △ 507

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

279,772 (166,261) (113,511) 12,135 267,637

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

12,052 (0) (12,052) 15,338 △ 3,286

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

83,807 (23,058) (60,749) 66,852 16,955

人材育成事業 総務人事課

　令和６年度に実施する人材育成・活用基本方針の見直しに基づき、ジョブローテーションと複線型人事制度を効果的に

連動させた最適配置を目指すとともに、人事評価制度の継続的な見直しとタレントマネジメントシステムのさらなる活用

により、戦略的な人材マネジメントを加速させます。

　複線型人事制度やキャリアパスの多様化に対応するためキャリアデザイン研修を一新するほか、民間事業者等との連携

によるＤＸ人材育成や、リスキリング研修、リーダーシップ研修、人事評価研修等を継続し、職員の内発的改革を促すこ

とで人材育成の強化を図ります。採用試験の実施時期の見直しや採用プロモーションの強化、SPI試験枠の拡大により、多

様な人材の獲得に継続して取り組みます。

　　　キャリアデザイン研修　300千円

行政評価・改革推進事業 企画課

　あらゆる経営資源を有効活用し、最大の成果を上げるため、行政評価と実施計画・予算編成を連動させた行政経営シス

テムを運用し、総合計画の的確な進行管理を行います。

　民間活力による指定管理者制度を運用し、更なる住民サービスの向上と経費の削減を図るため、公の施設指定管理者選

定審査・評価委員会を運営し、指定管理者の候補者の選定や指定管理者の内部・外部モニタリングを実施します。

行政ＤＸ推進事業 デジタル戦略課

　利便性が高く、誰もが簡単に利用できる行政サービスの提供を図るため、手続きに関するオンライン申請やキャッシュ

レス決済の運用などＩＣＴツールを活用した住民向けサービスを拡充するとともに、ＩＣＴに不慣れな市民へのデジタル

活用支援を行います。

　住民の利便性向上のため、書かない窓口の横展開及び、電子申請サービスの利用促進を図ります。

財産管理事務諸経費 公共施設マネジメント課

　普通財産の貸付、遊休資産の活用のほか、固定資産台帳システムによる財産管理などにより、市有財産の効果的かつ適

正な管理を行います。公共施設等総合管理計画や個別施設計画に基づき、公共施設の更新、統廃合、長寿命化等を推進し

ます。令和７年度は、施設の中長期整備に係る具体的な実行計画となる「公共施設整備計画」を策定します。（策定期

間：令和７年度から２年間）

　　　公共施設整備計画策定　16,551千円

住民情報等電算システム管理事業 デジタル戦略課

　国のデジタル・ガバメント実行計画に基づき、地方公共団体情報システムの標準化・共通化に対応した新住民情報シス

テムへの移行及び運用管理を行います。住民情報業務の安定稼働による住民サービスの向上を図るため、システムの運用

管理を行います。

　マイナンバー制度の拡充を図るため、他市町村と情報連携、地方公共団体情報システム機構との連携を行います。令和

７年度は、自治体情報システムの標準化に対応し、対象業務システムをガバメントクラウドへ移行します。

　　　システム標準化対応　293,013千円（一部別事業費用も含む）

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

６－３

デジタルを効果的に活用した確かな行政運営で、

自ら感じ課題に取り組んでいる
６　協働参画・連繋・行政運営

新

新

新
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その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

統計調査諸経費 企画課 3,987 (0) (3,987) 3,926 61

庁内ＤＸ推進事業 デジタル戦略課 22,945 (80) (22,865) 22,643 302

庁舎施設管理費 公共施設マネジメント課 82,115 (5,405) (76,710) 71,063 11,052

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

27,785 (7,500) (20,585) 19,755 8,030

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

4,027 (0) (4,027) 2,176 1,851

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

242,190 (0) (242,190) 93,200 148,990

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

44,382 (43,050) (1,332) 66,000 △ 21,618

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

地域産品ブランド化事業 観光プロモーション課 4,198 (4,000) (198) 9,563 △ 5,365

移住定住促進事業 地域づくり課

　本市に興味・関心をもったターゲット層に対して、地域での生活を実感できる移住定住支援窓口による積極的な移住支

援を推進します。

地域資源発掘・活用事業 地域づくり課

　地域資源を発掘・活用し、地域の魅力を磨き上げるために策定したグランドデザインを推進するため、地域への支援を

行います。

　　　集落支援員業務委託料　4,000千円

地域ＤＸ推進事業 先端産業振興室

　地域ＤＸセンター「core塩尻」を拠点に、地域に暮らす人々、民間企業、教育機関、国・自治体の共創により、最先端

の技術を活用した、地域の課題を地域で解決する塩尻発のサービスを創出し、他地域へ発信できるモデルを構築します。

<基本戦略Ｂ>

共創循環
～共創で新たな付加価値を生み循環させ、イキイキと暮らす～

６－４

塩尻へ関心を寄せる市外の人や組織との接点が増

えている
６　協働参画・連繋・行政運営

ふるさと寄附金事業 観光プロモーション課

　本市の多彩な地域資源を多様な主体とともに磨き上げ、ふるさと寄附金返礼品として活用することで、本市の魅力を全

国に訴求するとともに、継続的な財源確保を目指します。

　塩尻市観光ビジョンの重要なアクションとして、ふるさと寄附金事業を活用し、返礼サービス提供の登録店の開拓や返

礼品となる観光プランの企画開発等を行い、観光集客や市内周遊の活性化を図ります。

新
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その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

ふれあいセンター運営費 地域共生推進課 116,125 (57,864) (58,261) 108,298 7,827

ふれあいセンター施設整備維持費 地域共生推進課 4,718 (3,500) (1,218) 23,775 △ 19,057

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

33,028 (10,681) (22,347) 32,224 804

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

16,550 (12,413) (4,137) 8,035 8,515

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

生活困窮者自立支援事業 福祉支援課 16,131 (11,823) (4,308) 15,941 190

全世代対応型支援体制整備事業 地域共生推進課

　第四次塩尻市地域福祉計画の基本理念である「地域共生社会」の実現を目指し、複雑化・複合化した支援ニーズに対応

するため、誰一人取り残さない全世代対応型の支援体制を整備します。

　令和７年度は全世代に対応する支援体制を整備するため、「地域福祉推進員」を３圏域全てに配置し、伴走型支援及び

地域支援を推進します。

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

７－１

身近な生活の中で、異なる世代や背景・価値観を

持つ人たちが知り合う機会がある
７　地域社会・支え合い

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

７－２

相談窓口や相談先・つなぐ先が共有され、困って

いる人へ届く
７　地域社会・支え合い

民生委員等活動推進費 地域共生推進課

　民生児童委員が各地域において、住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努めるための

活動を支援します。

　令和７年度は民生児童委員の改選期に当たり、市を挙げたバックアップ体制を構築することにより、委員の担い手確保

及び負担軽減を図ります。
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

174 (0) (174) 275 △ 101

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

12,573 (10,152) (2,421) 0 12,573

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

地域福祉推進事業 地域共生推進課 55,790 (103) (55,687) 55,920 △ 130

つながり活動推進事業 地域共生推進課 6,931 (6,064) (867) 0 6,931

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

4,000 (0) (4,000) 8,000 △ 4,000

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

コミュニティ活動支援事業 地域づくり課 16,414 (0) (16,414) 21,937 △ 5,523

支え合い体制整備事業 地域共生推進課

　ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増加するなか、「人や地域とつながりながら、自分らしく暮らせるまち」

「ゆるやかなつながりと、感謝が循環するお互い様文化で暮らしを支え合い、困りごとの解決に寄り添えるまち」を目指

し、地域における支え合いの体制づくりを進めます。

　令和７年度は地域と連携し高齢者等が暮らしやすい地域づくりを推進するため、「第２層生活支援コーディネーター」

を３圏域に配置し、体制づくりの強化を図ります。

地域活性化プラットフォーム事業（コミュニティ参画促進） 地域づくり課

　持続可能な地域コミュニティ維持の観点から、地域課題の解決を担う人材の発掘・育成を行う事業を実施し、地域活動

を支援します。

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

７－４

話し合いの場ができることで、活動に参

加・協力する人が増える７　地域社会・支え合い

地域活性化プラットフォーム事業 地域づくり課

　地区単位で、地域が主体となって身近な地域課題の解決や、地域の人材育成につながる事業に対して補助金を交付し、

地域活動を支援します。

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

７－３

共通する「困りごと」が共有され、「協力した

い」人や団体がつながる
７　地域社会・支え合い
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その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

食育推進事業 健康づくり課 9,271 (10) (9,261) 7,581 1,690

健康づくり支援事業 健康づくり課 2,046 (0) (2,046) 2,000 46

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

325,173 (217) (324,956) 248,621 76,552

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

75,425 (9,974) (65,451) 71,690 3,735

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

感染症予防等対策費 健康づくり課 17,121 (198) (16,923) 17,715 △ 594

歯科保健事業 健康づくり課 8,151 (1,488) (6,663) 7,138 1,013

後期高齢者等保健対策事業 健康づくり課 43,883 (22,171) (21,712) 41,107 2,776

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

８－２

健康診断や感染症予防を行う人が増える
８　医療・介護・保健・福祉

予防対策事務諸経費 健康づくり課

　各種感染症の予防に寄与するワクチン接種を行うことで、市民がより健康的に生活できることを目指します。令和７年

度は新たに定期接種化された「帯状疱疹ワクチン」の接種費用等を計上し、対象者がワクチン接種を受けられる体制を確

保します。

　また、令和６年10月に定期接種化した「新型コロナワクチン」やキャッチアップ接種が１年延長になった「HPVワクチ

ン」に係る費用を負担します。

　　　帯状疱疹ワクチン接種（定期接種化）に係る事業費　28,764千円

健康増進事業 健康づくり課

　がん検診を実施することにより、がんを早期に発見し治療に結びつけ重症化を予防し、死亡率の減少を目指します。

　市民に検診受診を意識づけるとともに、市民の健康の保持増進を図ります。令和７年度は新たにがん検診の申込みに係

る予約システムを導入し、市民の利便性と受診率の向上を図ります。

　　　がん検診申込システム　880千円

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

８－１

健康や体力を維持するための知識を得て運

動・活動をはじめる機会がある８　医療・介護・保健・福祉

新

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

50,572 (19,600) (30,972) 55,201 △ 4,629

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

高齢者等あんしんサポート事業 地域共生推進課 7,595 (0) (7,595) 0 7,595

高齢者等生活支援事業 介護保険課 29,378 (11,921) (17,457) 42,170 △ 12,792

奨学資金貸与事業（医学生奨学） 学校教育課 17,200 (17,200) (0) 11,600 5,600

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

17,405 (0) (17,405) 17,871 △ 466

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

精神保健事業 健康づくり課 800 (409) (391) 814 △ 14

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

22,487 (2,040) (20,447) 20,058 2,429

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

地域生活支援事業 福祉支援課 100,085 (58,958) (41,127) 99,005 1,080

障害者生活支援事業 福祉支援課

　市の単独事業及び地域福祉総合助成金交付事業内の障がい者支援事業を委託又は補助により実施します。

　令和７年度は重度心身障害者等家庭介護慰労金の支給対象者を拡大します。

家庭介護者支援事業 介護保険課

　要介護高齢者を家庭において介護をしている介護者を支援することで、負担を軽減します。

　令和７年度は慰労金の支給対象者を拡大するとともに、介護者への相談支援、介護者のリフレッシュ事業、交流事業を

充実します。

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

８－５

障がいについて知識や関わりが増える
８　医療・介護・保健・福祉

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

８－３

介護・福祉・医療を担う人材や組織が安定

し、サービスの選択肢がある８　医療・介護・保健・福祉

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

８－４

自分らしい過ごし方や家族の悩みを相談で

きる先がある８　医療・介護・保健・福祉

地域医療推進事業 健康づくり課

　市民が安心して暮らせるよう、医療機関の休日・夜間の診療、一次・二次の救急体制の確保等、地域医療を推進し、市

民生活の向上を図ります。

　楢川地区の地域医療の確保を図ります。

　令和７年度は遠隔地におけるオンライン診療について楢川診療所で実証を行い、今後の可能性を探ります。
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

14,980 (14,300) (680) 38,000 △ 23,020

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

247,108 (67,100) (180,008) 155,404 91,704
輸送対策事業 都市計画課

　すてっぷくん・のるーと塩尻の運行を行うことで、地域公共交通の確保・維持を図ります。

　令和７年度は、すてっぷくん・のるーと塩尻に「地域連携ICカード」を導入し、運賃の支払に関してキャッシュレス決

済を推進します。

　　　地域公共交通計画策定　 9,031千円

　　　地域連携ICカード導入　59,868千円

　　　すてっぷくん・のるーと塩尻車両リース　5,419千円

塩尻型ＭａａＳ構築事業 先端産業振興室

　少子高齢化、人口減少社会に最適な地域公共交通の形成と、交通利便性の向上によるマイカーから公共交通への積極的

な転換を目指し、オンデマンドバスを中核に、他の交通モード（定時定路線バス、鉄道等）とシームレスに組み合わされ

たＭａａＳシステムを構築します。

　公共交通利用の利便性向上を目指したＭａａＳアプリの実証実験、観光や小売と交通サービスを連携させた新たなサー

ビスの検討・開発を行います。

　中心市街地における自動運転バスの定常運行を実施するとともに、自動運転レベル４の高度化、サービス化に向けた検

討を行います。

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

９－１

新技術を活用して持続可能な地域公共交通

が構築され、効率的で利便性が高い９　まちづくり・インフラ・防災

新

34



主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

75,137 (75,137) (0) 73,086 2,051

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

22,843 (20,708) (2,135) 21,004 1,839

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

空き家対策事業 建築住宅課 43,011 (7,090) (35,921) 43,746 △ 735

都市計画総務事務諸経費 都市計画課

　市街化調整区域の指定既存集落において、住民主体で地区計画の策定を希望する地区に対し、基礎調査の実施及び策定

の支援を行うことにより、既存集落の維持・活性化を図ります。

　土地利用促進区域において、地域の振興を基本に本市の均衡のある発展に向けた都市的土地利用への転換を調査・検討

します。

　　　まちづくり計画策定　15,950千円

　　　地区計画都市計画決定図書等作成（金井地区）　495千円

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

９－２

空き家・空き地の有効活用等、住宅や住宅

地の確保が計画されている９　まちづくり・インフラ・防災

市営住宅管理維持補修費 建築住宅課

　公営住宅等において、点検の強化及び早期修理・修繕により更新コストの削減を図るため、公営住宅等長寿命化計画に

基づく予防保全管理や長寿命化に資する改善を推進します。

　公営住宅長寿命化計画に基づき用途廃止となるみどりが丘住宅について、今後の活用方法の検討を行います。

　近年の社会情勢の変化や整備手法の進展などを踏まえ、公営住宅等長寿命化計画の見直しを行います。

　　　公営住宅等長寿命化計画改定業務　4,000千円

新

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

315,902 (210,503) (105,399) 291,144 24,758

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

119,750 (114,100) (5,650) 76,000 43,750

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

291,880 (265,590) (26,290) 410,200 △ 118,320

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

27,702 (24,851) (2,851) 332,900 △ 305,198

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

生活道路整備事業 建設課 141,782 (122,500) (19,282) 58,000 83,782

交通安全施設整備事業 建設課 20,000 (9,500) (10,500) 20,000 0

公園等管理諸経費 都市計画課 92,055 (2,492) (89,563) 86,582 5,473

公園施設長寿命化改修事業 都市計画課 4,800 (0) (4,800) 4,800 0

塩尻北部公園再整備事業 都市計画課 12,700 (6,350) (6,350) 500 12,200

交通安全対策事業諸経費 都市計画課 11,579 (0) (11,579) 12,187 △ 608

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

９－３

道路・橋梁・公園等が計画的に整備や維

持・更新される９　まちづくり・インフラ・防災

道路等維持事業 建設課

　地区要望箇所を中心に、老朽化した舗装の維持改良工事及び街路樹のせん定、除草及び側溝清掃等の維持管理を実施

し、良好な道路環境を保持します。

歩道整備事業 建設課

　通学路や歩行者の多い道路への歩道整備を実施し、安全で安心な歩行空間を確保します。

　　　市道新設改良工事　広丘南保育園北線外　歩道整備工事　90,000千円

道路施設長寿命化改修事業 建設課

　道路施設の定期点検や長寿命化修繕計画に基づく修繕及び予防保全対策を実施し、道路施設の維持管理費の平準化・ラ

イフサイクルコストの低減を図ります。 直営で実施する橋梁定期点検に新技術を使用することで、業務の効率化と業務委

託費の縮減を図ります。

　　　測量機器使用料　橋梁定期点検システム使用料等　　　1,080千円

都市計画道路整備事業 都市計画課

　都市の骨格を形成し、安全で機能的なまちづくりを図るため、効果的かつ効率的に都市計画道路の整備を行います。

新

新
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主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

30,860 (23,725) (7,135) 14,272 16,588

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

63,608 (19,900) (43,708) 187,107 △ 123,499

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

101,111 (83,700) (17,411) 74,640 26,471

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

139,781 (17,603) (122,178) 125,469 14,312

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R7 うち特財 うち一財 R6 増減

防災防犯諸経費 危機管理課 12,980 (4,040) (8,940) 13,718 △ 738

道路等維持事業（排水路整備） 建設課 77,200 (75,900) (1,300) 71,500 5,700

除雪対策事業 建設課 65,893 (17,387) (48,506) 67,972 △ 2,079

<基本戦略Ｃ>

安心共生

～つながり、支え合い、自分らしくニコニコして暮らす～

９－５

災害等に備えるインフラ・施設・情報が整い、災

害発生時の行動が理解されている
９　まちづくり・インフラ・防災

耐震対策等事業 建築住宅課

　震災から市民の生命及び財産を守るため、昭和５６年以前に建築された木造住宅の耐震診断を実施し、耐震対策工事及

び道路等に面する倒壊の危険のあるブロック塀等の撤去工事等に対して補助を行い、危機管理意識を啓発します。

防災施設・設備等整備事業 危機管理課

　気象観測装置や防災行政無線等、防災・防犯に関する施設の適正な管理を実施し、災害・防犯情報の伝達手段確保と、

被災時に備えた設備の保守・改修により、防災・減災体制の維持を図ります。

　経年劣化などにより、今後の地域の防災・防犯機能が損なわれてしまわないよう、設備の改修・維持を行います。

消防団諸経費 危機管理課

　市民の安全安心を確保するために、消防団の活動に要する費用負担や消防施設の維持管理を行い、消防力の強化を図り

ます。また、消防団員の安全確保を図るため装備品の整備を図ります。

　未来の消防団員確保のため「しおじり消防防災フェスタ」を開催します。また、令和７年度は消防団員の活動を支える

家族に対し、市として謝意を表するため、消防団員の活動年数に応じて家族の表彰を行います。

消防施設整備費 危機管理課

　市民の生命及び財産を災害から守るため、消防施設の修繕及び新設、消防車両の更新並びに消火栓の整備を行い、防災

力の強化を図ります。

　　　消防ポンプ自動車　　　　１台　31,460千円

　　　小型動力ポンプ用積載車　２台　26,781千円

　　　消防小型動力ポンプ　　　２台　 4,895千円

新
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その他の一般事業一覧

主な事業 単位：千円

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

29,042 (22,300) (6,742) 20,928 8,114

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

26,024 (19,275) (6,749) 16,327 9,697

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

148,340 (36,669) (111,671) 148,743 △ 403

R7 うち特財 うち一財 R6 増減

1,000 (1,000) (0) 0 1,000
国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催推進事業 社会教育スポーツ課

　令和10年度に長野県で開催される「信州やまなみ国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会」に向けた実行委員会を

立ち上げ、市民の機運の醸成と円滑な大会運営のための準備を本格化します。

　

　　　国民スポーツ大会実行委員会負担金　1,000千円

廃棄物等収集運搬処理事業 生活環境課

　もえるごみ、うめたてごみ、有害ごみ、剪定木などの収集運搬の適正な体制を構築します。

　松塩地区広域施設組合によるもえるごみの共同処理、朝日村からの一部事務委託、ごみ処理手数料の収受事務など、廃

棄物の適正な収集及び処理を行います。

斎場施設維持整備費 生活環境課

　斎場全体の長寿命化と安定した施設稼動のため、計画的な施設設備の整備を行います。

　新斎場建設のため、用地選定を実施します。

　　　新斎場用地選定支援業務委託　8,030千円

霊園管理諸経費 生活環境課

　霊園の管理事務委託、聖地内の維持管理委託を行い、市民及び使用者にとって安心、安全で利用しやすい運営を行いま

す。

　東山霊園合葬墓増築工事を推進します。

　　　東山霊園合葬墓増築実施設計業務委託　6,017千円

新

新

新
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新規事業 単位：千円

課等名 R7（A） 前倒し(B) R6（C） 増減（Ａ+B-C）

継続事業 単位：千円

課等名 R7（A） 前倒し(B) R6（C） 増減（Ａ+Ｂ-C）

危機管理課
消防施設整備費

63,920

７　主なハード事業一覧

事業名等

危機管理課
防災施設・設備等整備事業

21,083 0 156,335 △ 135,252
　Ｊアラート受信機更新委託、県衛星系防災行政無線機器更新負担金

市単総務管理施設災害復旧費市民交流

センター
18,700 0 0 18,700

　電話交換機設備復旧工事

0 31,319 32,601
　消防施設等整備工事、備品購入

地域共生推進課
ふれあいセンター施設整備維持費

3,500 0 0 3,500
　ふれあいセンター広丘厨房エアコン設置工事

事業名等

教育施設課
小中学校消防施設等改善事業

1,719 0 0 1,719
　小学校消防防災設備修繕

教育施設課
小中学校長寿命化改良事業

1,727 0 0

生活環境課
斎場施設維持整備費

20,214 0 20,130 84
　バグフィルターろ布取替工事

耕地林務課
ため池耐震化事業

7,500 7,300 15,300 △ 500

地域づくり課
コミュニティ活動支援事業

10,740 0 10,013 727
　公民館分館等改修事業補助金

生活環境課
霊園管理諸経費

6,017 0 0 6,017
　合葬墓増築

1,727
　楢川小中学校屋根外壁改修実施設計業務委託

教育施設課
小中学校照明設備LED化推進事業

商工課
商業地活性化事業

75,805 0 123,876 △ 48,071
　大門駐車場設備改修負担金、ウィングロード設備改修負担金

　ため池耐震調査、設計委託

耕地林務課
土地改良事業

53,300 0 74,000 △ 20,700
　農業農村基盤整備設計委託、工事

耕地林務課
土地改良施設維持管理適正化事業

32,110 0 16,927 15,183
　維持管理適正化事業負担金、制御盤工事、測量設計委託

耕地林務課
国営県営農業農村基盤整備事業

85,211 0 66,067 19,144
　県営農業農村整備事業負担金（洗馬妙義・今村堰）等

建設課
道路等維持事業

325,200 0 298,000 27,200
　地元要望改良工事、舗装修繕工事、排水路整備工事

耕地林務課
治山林道事業

81,461 0 43,914 37,547
　林道改良設計委託、改築工事

商工課
地域企業経営革新プロジェクト推進事業

68,260 0 33,538 34,722
　塩尻インキュベーションプラザ施設改修等負担金

建設課
生活道路整備事業

135,000 0 44,000 91,000
　地元要望改良工事等

教育施設課
小中学校空調設備設置事業

0 405,340 0 405,340
　特別教室空調設備設置工事

7,590 164,250 0 171,840
　屋内運動場照明設備LED化工事、校舎棟照明設備LED化実施設計業務委託

生活環境課
斎場施設維持整備費

8,030 0 0 8,030
　新斎場用地選定支援業務委託

教育施設課
中学校施設改善事業

0 15,642 0 15,642
　中学校バリアフリー化工事
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課等名 R7（A） 前倒し(B) R6（C） 増減（Ａ+Ｂ-C）

都市計画課
塩尻北部公園再整備事業

12,700 0 500 12,200
　再整備計画策定委託、費用対効果分析委託

都市計画課

社会教育ス

ポーツ課

体育施設整備事業
15,455 0 29,271 △ 13,816

　市立体育館老朽化調査業務委託、雨漏り修繕工事、LED化工事

エリアマネジメント促進事業
24,100 0 15,100 9,000

　まちづくり活動支援業務委託

建設課
歩道整備事業

119,750 0 76,000 43,750
　市道新設改良工事（広丘南保育園北線）、用地取得等

建設課
道路施設長寿命化改修事業

290,800 0 410,200 △ 119,400
　主要幹線道路舗装改良工事等、橋梁補修工事、橋梁定期点検

※1　主なハード事業の金額欄には、工事請負費や設計委託料といった資本的支出のみ掲載しているため、「施策体系別予算の

　　概要」の事業費とは一致しない場合があります。

0 25,327 △ 6,583
　奈良井・木曽平沢地区修理修景事業補助金等

教育施設課
児童館大規模修繕事業

23,388

平出博物館
平出遺跡公園事業

8,732 0 8,950 △ 218
　復元住居改修工事

0

教育施設課
小中学校貯水設備改善事業

1,694 44,424 1,551 44,567
　吉田小学校貯水槽耐震化工事、片丘小学校貯水槽耐震化実施設計業務委託

文化会館改修事業
149,200 0 32,120 117,080

　コンストラクションマネジメント業務委託及び工事

文化財課
重伝建整備事業

18,744

市営住宅管理維持補修費
建築住宅課

社会教育ス

ポーツ課

教育施設課
保育園大規模修繕事業

7,865 0 178,633 △ 170,768
　広丘南保育園大規模改修実施設計業務委託

24,182 0 45,416 △ 21,234
　外壁改修工事（贄川・定住宮下）、長寿命化計画改定業務委託

料

都市計画課
公園施設長寿命化改修事業

4,800 0 4,800 0
　長寿命化計画公園施設修繕

建設課
交通安全施設整備事業

20,000

△ 276,030
　都市計画道路工事、測量設計調査委託、支障物件移転補償

事業名等

都市計画課
都市計画道路整備事業

27,702 29,168 332,900

0 20,000 0
　通学路安全対策工事、交通安全施設設置工事

教育施設課
教職員住宅廃止事業

1,271 0 13,808 △ 12,537
　教職員住宅アスベスト含有調査業務委託

88,948 △ 65,560
　塩尻東児童館トイレ等改良工事
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〒399-0786 

塩尻市大門七番町３番３号 

塩尻市企画政策部財政課 

     TEL 0263-52-0280（内線 1361） 

     FAX 0263-52-1158 

     E-mail zaisei@city.shiojiri. lg. jp 
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